危機管理における基礎自治体の役割-危機管理に関する，市民と行政の認識の相違に関する考察- by 佐々木,一如
政治学研究論集
第21号　2005．2
危機管理における基礎自治体の役割
危機管理に関する，市民と行政の認識の相違に関する考察
Emergency　Management　of　Local　Governments　in　Japan：
Perception　Gap　between　Local　Government　and　its　Citizen　on　Contingency　Situation
博士後期課程　政治学専攻　2002年度入学
　　　　佐々木　　一　　如
　　　　　　　　SASAKI，　Kazuyuki
【論文要旨】
　本稿では，行政の危機管理能力に対する市民からの批判の原因の1つとして，行政組織と市民
の間に，危機管理行政をめぐるコミュニケーショソのギャップが存在するとの仮説を設定し，その
検証を試みる。
　行政の活動内容と市民の意識の比較を行うと，行政組織と市民との間には，行政の危機管理に関
する認識のずれが存在するように思われる。行政組織は，危機管理における障壁を認識しながら，
防災情報の発信により工夫をしてゆかなくてはならない。そのためには，次の2点がポイントと
なると思われる。先ず，行政組織における意識改革である。今までの，災害が外在的なものであ
り，あくまでも対応するものであるという考え方から，災害は社会に内包されたものであり，それ
を管理するシステムの構築が必要であるとの認識を持つことが必要とされる。次に，住民の関心を
向上させることである。住民の関心を危機管理に向けることは困難な課題である。今後，行政組織
には，分かりやすい危機管理制度の設計が必要不可欠となるであろう。そのためには，各種災害に
対するマニュアルの整備，制度の統一化，評価システムの構築が求められることとなる。
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むすびにかえて
はじめに
　地震や風水害などにより，人命，財産に大きな被害が発生するたびに，行政組織の対応に疑問が
投げかけられ，危機管理に対する組織や制度の機能不全，首長の能力欠如などが問題とされる。そ
して，その解決策として，行政組織の改革やリーダーの能力向上といった課題が，繰り返し指摘さ
れてきた。1995年の阪神・淡路大震災以降，同震災の経験をもとに，多くの自治体が危機管理能
力を向上させるための組織改革を行ってきている。国全体としての防災計画の見直しをはじめ，防
災関連組織の改編見直しがなされてきた。都道府県レベルでは部（局）長級，部（局）次長級の
危機管理のポストを新設した自治体も多く存在する1。
　しかし，一方で，行政に対する同様の批判がいまだに起こり，その危機管理能力の向上が求めら
れ続けている現状がある。行政に対する批判の原因は，単にその制度改革の遅れにより，行政組織
が危機管理能力を備えていないことによるものなのであろうか。それとも，制度上の問題や首長の
資質の問題以外に，行政の危機管理に所与の特徴または傾向に起因する原因が存しているのだろう
か。阪神淡路大震災が発生してから，約10年が経過した。制度改革や，政治的リーダーシップの
議論を行うのと同時に，行政による危機管理の問題を，もう一度検討する時期が来ているのではな
いかと思われる。
　本稿では，行政の危機管理能力に対する市民からの批判の原因の1つとして，行政組織と市民
の間に，危機管理行政をめぐる認識の相違が存在するとの仮説を設定し，その検証を試みる。具体
的には，危機管理における行政組織の役割および行政の危機管理能力の限界に関し，行政組織と市
民の間で認識にずれが存在し，そのことが行政に対する批判を高めているのではないかとの仮説を
設定する。そして，この仮説に対して行政の危機管理活動の現状と市民の危機管理に関する意識の
間の比較を行う。対象とする行政機関としては，災害が発生した際，一次的に対応へあたる基礎自
治体を取り上げる。対象とする危機管理の事例としては，行政の対策が一番進んでいる，地震災害
を扱う。
　第1章では，危機管理における基礎自治体の役割と，実際の活動内容を，行政の危機管理に関
するモデル，災害対策基本法及びインタビュー調査の結果から観察する。第2章では，市民に対
して行われた危機管理に関する意識調査に基づき，行政の危機管理に関する市民の意識について検
討を行う。第3章では，行政の活動内容と市民の意識の比較から，行政組織と市民との間におけ
る認識の相違の問題を中心に，基礎自治体による危機管理の問題点について，考察を行いたい。
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第1章危機管理における基礎自治体の役割
　危機管理における自治体の役割を論じる前に，危機管理とは何かという問題について考えてみた
い。阪神淡路大震災以降，「危機管理」という言葉は，行政の分野に限らず，様々な場面で使用さ
れるようになった。その結果，その定義が曖昧となり，言葉を使うものによって「危機のとらえ方
が必ずしも同じではない2」という状況が発生している。危機管理という言葉の意味に相当する英
語は，Risk　ManagementとEmergency　Management，そしてCrisis　Managementまで幅広い。
谷藤悦史は，日本語と英語における，危機管理という言葉の意味が違うとし，「危機という言葉が
イメージさせる事態の深刻さに比べ，危機管理という言葉のイメージにはばらつきがあり，安易に
使用されている3」と指摘している。日本においては，地震などの大規模災害に対する対策を，危
機管理（Crisis　Management）と称する。しかし，英語では，そのような災害は，非常事態
（Emergency）いう言葉を使用する。そして，日本では見過ごされがちである，非常事態，リス
ク，危機という言葉の区別を行うことが重要であるとの指摘をしている4。
　行政における危機管理においても同じような状態が存在する。行政管理研究セソターが行った調
査によると，行政組織が危機ととらえていた事例は，自然災害や人工災害などから，贈収賄事件，
税収不足まで幅広い5。中邨章は，「（行政を念頭にすると）不測事態の発生に備えて，あらかじめ
組織を整備し，人事の配置を考え，それらにあわせて権限の配分などを決めておくのが，危機管理
の基本である。6」と定義を行っている。危機管理とは何かを定義しようとする試みは存在している
が，それらの定義が統一され，共有される状況には至っていないのが現状である。
　では，実際の行政の危機管理とは，どのような活動内容を伴うものなのであろうか。欧米諸国で
は，行政の危機管理に関する活動内容を定義するために，危機管理の4段階モデルと，危機管理
における行政の13機能モデルという2つのモデルが多く用いられている。
　まず，危機管理の4段階モデルから見てみたい。危機管理に関する問題では，多くの場合，災
害発生時の救援救助活動に関心が集まるが，災害の発生以前の取り組みから復旧活動までが，危機
管理の活動に含まれる。同モデルでは，行政の危機管理が，その活動内容によって，減災策
（Mitigation），事前準備（Preparedness），応答性（Response），復旧性（Recovery）の4段階に
分類されている。
　減災策では，社会における財産，安全，健康に対するリスクを認知し，そのリスクへの対処方法
を決定し，リスクを軽減するための計画を実行する。この段階における活動の目的は，災害による
被害の防止若しくは軽減である。リスクの軽減策として，従来は，ダム，堤防，浄水工場，有害物
質排出防止施設の建築など，コスト高い施策を中心として実施されてきた。しかし，財政難や環境
問題など，大規模公共事業を行うことには多くの困難が伴うようになってきたため，近年は，土地
利用規制，建築規制，災害保険計画など，規制や計画が中心となってきている。
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　事前準備では，非常事態への対応を計画し，人命救助，被害軽減のための災害救助訓練を行う。
また，災害対応を主管する組織の決定や，組織間及び組織内における担当事項に関する事前の合意
形成も行われる。この段階の作業では，特に，非常事態への対応能力の向上に重点が置かれる。事
前準備段階における非常事態への対策の内容としては，次の15項目が挙げられる。①危機管理組
織の構築，②危機管理計画の策定，③資源管理の計画，④指揮・管理の計画，⑤緊急時連絡・通信
体制の整備，⑥緊急警報・警告体制の整備，⑦住民への広報体制の整備，⑧行政活動を継続させる
ための計画，⑨避難場所の確保，⑩避難誘導計画，⑪避難誘導を実施するために必要とされる情報
を評価するシステムの構築，⑫緊急援助の計画，⑬被災状況の報告システムの構築，⑭教育，⑮演
習。事前準備の作業は一般的に防災計画のみと捉えられているが，実際には様々な計画の策定や検
証，危機対応組織の構築など多様な作業を抱えている7。
　応答性では，緊急災害救助及び援助，想定される二次災害の予防，復旧計画への障害の軽減を行
う。これらの作業は一般の人々の目に直接ふれるものであり，通常危機管理として捉えられている
ものである。しかし，予防・準備段階において効果的な対策が行われていなければ，応急段階での
効率的な対応はなされない。
　復旧性では，事件直後において被害老に最低限の社会生活を保証するため，迅速なライフライン
復旧作業を援助し，以降も通常の社会生活が復帰するまでの継続的な援助を行う。この段階には，
物質的支援だけではなく，災害での被害者や作業要員に対する健康面・精神面へのカウンセリソ
グ，被害者の経済面に関する相談という作業も含まれる8。
　次に，危機管理における行政の13機能モデルについて見てみたい。同モデルは，アメリカの連
邦危機管理庁（FEMA：Federal　Emergency　Management　Agency）が，州や市町村の危機管理能
力を評価するために作成した「災害対策準備に関する機能評価（CAR：Capability　Assessment　for
Readiness）」において，行政が危機管理を行う際に必要とされる機能として示されたものである。
この13の機能は，米・全国防火協会（NFPA：National　Fire　Protection　Association．以下，　NFPA）
が作成した「災害，非常事態及びビジネスの継続に関する業務規格（Standard　on　Disaster，　Emer－
gency　Management　and　Business　Continuity　Programs）」をもとに作成されており，他分野におけ
る非常事態への対応制度と関連付けられている。同評価基準において，行政は，次の機能を備える
ことが求められている：
①法律と権限の整備
②災害の認知とリスク評価
③災害リスクの管理（減災策）
④行政リソースの管理（人材，機材，財源）
⑤危機管理計画の整備
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⑥指揮，管理，調整システムの整備
⑦　連絡・情報伝達制度（警報発令など）の整備
⑧非常時の組織運営，手続きの整備
⑨非常時のロジスティックス，設備
⑩　実務者養成
⑪訓練
⑫市民への教育と情報提供
⑬財政措置の整備，市民や他自治体との協働
　2003年に消防庁が作成，実施した「地方公共団体の地域防災力・危機管理能力評価指針」にお
いても，同機能評価が参考資料として利用されている9。
　では，日本における行政の危機管理はどのように制度設計され，運営されているのであろうか。
日本における危機管理制度は，未だ発展段階であり，中央省庁間でも制度の統一がなされていない
のが現状である。国内における危機管理は，事実上，1959年の伊勢湾台風を契機として，1961年
に制定された災害対策基本法を中心とした「防災対策」を中心として整備されている。基礎自治体
の防災計画も，同法との整合性を保つことが求められており，地方自治体における危機管理も，
「防災対策」が中心となっている。そこで，本稿では，防災対策を中心に，基礎自治体における危
機管理を見てゆくこととしたい。
　日本の防災対策の骨格である災害対策基本法は，10章から構成され，その内容は3つに分類さ
れる。第1章から第3章では，防災に全般に関する組織や役割を明らかにし，防災計画を規定し
ている。第4章から第6章では，災害の予防，応急対策，復旧段階における組織の役割や権限を
規定している。第7章から第10章では，財政金融措置と災害緊急事態に関する規定及び雑則と罰
則を規定している。
　同法において，災害は次のように規定されている。
1．暴風豪雨，豪雪，洪水，地震，津波，噴火その他の異常な自然現象
2．大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類する原因（放射
　性物質の大量の放出，多数の者の遭難を伴う船舶の沈没その他の大規模な事故）
　同法が，自然現象のみならず事故についても災害と位置付けているのは，この法律が災害関係の
基本法としての性格を持つことによる。
　この法律に基づき，国，都道府県，市町村にそれぞれ防災組織が設置されるが，平時と災害時に
よって組織が異なっている。平時には，中央政府に中央防災会議が，広域自治体レベルに都道府県
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防災会議，基礎自治体レベルに市町村防災会議が置かれ，防災に関する計画策定が行われる。非常
災害の際には，中央政府に非常災害対策本部，広域自治体及び基礎自治体に災害対策本部が置かれ
る。
　中央防災会議は，防災基本計画を作成し，国全体の防災に関する計画を定めるとともに，都道府
県防災会議や指定公共機関が作成する防災計画にて策定されるべき事項を規定している。同様に，
都道府県防災会議は，都道府県地域防災計画を作成し，その中では，各都道府県の防災に関する計
画が定められるとともに，市町村防災会議が作成する市町村地域防災計画にて策定されるべき事項
を規定している。
　災害が発生した際には，一次的に市町村が対応し，災害や被害状況に応じて都道府県が援助を行
うことになっている。同様に，都道府県の対応能力を超えた非常災害の場合には，国が援助を行
う。なお，非常災害よりも非常事態の規模が大きい場合，「国の経済および公共の福祉に重大な影
響を及ぼすべき著しく異常かつ激甚な非常災害」として，中央政府に緊急災害対策本部が設置され
ることになっている10。
　災害対策基本法に定められている基礎自治体の役割は，表1の通りである。
　災害対策基本法に定められている基礎自治体の役割は，災害発生時の対応段階，及び復旧段階に
おけるものが中心であり，災害を拡大するおそれのある設備・物件の除去や住民等に対する応急措
置業務への従事命令など，大きな権限が与えられている。
　基礎自治体が，地震災害に関して行っている防災活動を，首都圏A県のB市を例にして，観察
してみたい。同市における防災政策の基本となるのは，B市地域防災計画である。同計画は，総則
　予防計画編，地震災害対策計画編，風水害対策計画編，資料編の4部構成となっている。総則
・予防計画編では，地域防災計画の基本的な方針が設定され，全般的な災害予防に関する規定がさ
れている。地震災害対策計画編では，地震災害が発生した際の応急対策計画が規定され，風水害対
策編では，風水害における応急対策計画が規定されている。資料編では，防災関連施設の連絡先な
どがまとめられている。基礎自治体における地域防災計画の構成は，基本的に同一であり，地域特
性により風水害対策編が作成されていなかったり，都市災害に対する計画が作成されていたりす
る。地町村の地域防災計画は，都道府県の地域防災計画の下位に位置する。B市地域防災計画の場
合，災害対策基本法や中央防災会議が作成した防災基本計画，県防災会議が作成した県の地域防災
計画との整合性及び関連性を持たせた上で，B市の地域性を踏まえたものとなっている。図1は，
B市地域防災計画の位置付けを表したものである。
　この地域防災計画にて，B市が処理すべき事務または業務の大綱として，次の17事項が規定さ
れている。①市防災会議に関する事務，②防災に関する調査，研究，③防災組織の整備，④防災施
設及び設備の整備・点検，⑤防災に必要な物資及び資材の備蓄・整備，⑥防災知識の普及と防災に
関する教育及び訓練の実施⑦市域の公共団体及び自主防災組織の育成指導，⑧都市防災対策の推進，
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表1　災害対策基本法に定められている基礎自治体の責務と権限
責　　　　　　務
第51条 災害に関する情報の収集及び伝達
第53条 災害の状況及びこれに対してとられた措置の概要の報告（都道府県へ）
第56条 災害に関する予報または警報の伝達（住民へ）
第62条1項 災害の発生防御・拡大防止に必要な応急措置の実施
第67条1項 他の市町村長からの応急措置実施の応援要求に応える義務
権　　　　　　限
第23条 災害対策本部及び現地災害対策本部の設置
第23条6項 市町村教育委員会に対する指示
第29条2項 地方支分部局や指定公共機i関（NTT，　JR等）に対する職員派遣の要請
第57条 通信設備の優先利用，警察・消防無線等の使用
第57条 放送事業者等に対し災害に関する放送を行うことを要求
第58条 消防機関・水防団への出動準備・出動命令，警察官・海上保安官への出動要請
第59条1項 災害を拡大するおそれのある設備・物件（危険物施設等）の除去，保安その他必要な措置の指示
第60条1項 非難のための立ち退き勧告，指示
第63条1項 警戒区域の設定による立入の制限・禁止・退去命令
第64条1項 市町村区域内の土地，建物等の一時使用・収容
第64条2項 応急措置の実施の支障となる工作物等の除去
第65条1項 住民等に対する応急措置業務への従事命令
第67条1項 他の市町村長に対する応援の要求
第68条1項 都道府県知事等に対する応援の要求又は応急措置実施の要請
第68条2項1都道府県知事に対する自衛隊災害派遣の要請の要求
第68条2項2防衛庁長官に対する災害状況の通知
第86条2項 公有財産の無償貸付け
災害対策制度研究会r日本の防災行政』（ぎょうせい，2003年）を参考に筆者作成
⑨緊急輸送の確保，⑩消防，水防活動その他の応急措置，⑪災害に関する情報の収集・伝達及び
被害調査，⑫非難の勧告，指示及び誘導，⑬被災者に対する救助及び救護措置，⑭災害時における
保健衛生，文教及び交通等の対策，⑮災害に関する広報の実施，⑯被災施設の復旧，⑰大規模地震
対策措置法第9条による警戒宣言が発令された場合の事前対策。これら17の事項について，市役
所内の担当部署の設定と事務内容の規定がなされている。
　災害対策基本法と異なり，基礎自治体の地域防災計画では，様々な防災関連事務を行う部署の設
定が明確に規定されているが，多くの部署の場合，非常時の役割を確認する程度で，平時には殆ど
業務がない場合が多い。例えば，災害時輸送体制の整備に関しては，財務部，経済部，土木部が担
当部署に設定されているが，業務内容としてはそれぞれ，車両・燃料の確保に関すること，輸送に
関する集積拠点の開設に関すること，道路上の障害物の除去に関することと規定されている。これ
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図1　B市地域防災計画の位置付け
B市総合計画
災害対策基本法
中央防災会議
防災基本計画
A県防災会議
A県地域防災計画
B市防災会議
B市地域防災計画
防災関係
機関
防災業務計画
らの業務は，継続的な作業というよりは，一度，制度設計をしてしまえば，定期的にその点検を行
えば済むものである。地域防災計画に基づく，各部署の役割は，一般的に広報されておらず，市民
の理解は低いものと思われる。
　平時において，継続的に防災政策に関与している主な部局は，総務部防災対策課，都市部都市計
画課，消防本部防災課である。防災対策課の主な業務は，災害対策基本法に定められた地域防災計
画の策定，災害応急対策に関する事務を中心に，防災知識の普及啓発，総合防災訓練の実施，防災
関係機関との連絡調整などである。同課が，B市における防災計画に関連する業務の中心的な役割
を果たしている。2002年度には，地域の災害危険性を把握するための防災アセスメソト調査を実
施している。都市計画課における防災関連業務としては，都市計画の立案・調整があげられる。そ
こでは，都市計画法に基づき，防火地域・準防火地域の指定，都市計画道路や公園などの設置を行
っている。また，阪神淡路大震災発生後の1996年と1997年には，都市防災対策検討調査を実施し
ている。消防本部防災課は，自主防災組織への助成，災害時の食料・資機材の整備，防災備蓄倉庫
　非常用発電設備の整備，飲料水兼用貯水槽の整備，広域避難場所の指定・誘導標識等の整備を行
っている11。
　各課の活動内容を，危機管理の4段階に分類して示したものが表2である。危機管理の4段階
の分類で見ると，各段階にて複数の課が担当している。インタビュー調査の結果，基本的には，各
課間で相互に連絡を取り合い活動内容の調整がなされていることが分かった。特に，総務部防災対
策課と消防本部防災課の間では，防災課から防災対策課へ職員が移動になったことにより，意思疎
通がスムーズに行われている印象があった。他方，業務分担・調整がうまくいかず，問題を抱えて
いる事例も見受けられた。一例としては，防災対策課が作成している指定避難場所の区分けと都市
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表2　平常時，B市における防災政策の主な担当部局
総務部　防災対策課 都市部　都市計画課 消防本部　防災課
減　　災　　策
?
○
事　前　準　備
?
○ ○
応　　答　　性 ○ ○
復　　旧　　性 ○
?
計画課が作成した防災ブロック圏境界が異なるリンクしていない問題があった。
　これら担当部局の活動に共通することとしては，市民に対する積極的な広報活動があげられる。
特に，防災対策課と都市計画課は，広報誌などを通じて，防災対策に関する情報発信を積極的に行
っている。また，自治会や自主防災組織の活用，それら組織の活性化にも関心を持っていた。その
点で，これらの部局の活動は，市民にも一定程度認識されていると思われる。
　基礎自治体の災害対策の特徴として，先ずは，法制度中心のシステムであり，各種災害に対する
マニュアルは未整備の場合が多いことが挙げられる。市町村の防災計画は，都道府県の防災計画に
基づきつつ，各自治体が地域性を反映させて作成するとされている。しかし，多くの自治体におい
ては，地震と風水害対策に関する計画のみが作成されており，その内容も作業事項の規定が中心と
なっている。SARSなどの感染症，テロなどは，この計画の対象外となっている。また，感染症な
どの対応にあたる保健福祉部や保健所などの対応策との，非常事態における対応システムの統一も
図られていない場合が多い。また，行政の住民に対する権限，責務が不明確なこともその特徴とし
て挙げられる。
第2章　危機管理における行政の役割に関する市民の意識
　本章では，行政の危機管理に対して，市民がどのような意識をもっているのかについて，明治大
学危機管理研究センターが行ったアンケート調査をもとに検討を行う12。同調査は，2004年7月に
10都道府県に在住の約1万人を調査対象として行われ，1064件の回答を得た。
　ここでは特に，行政による危機管理への期待に関する質問に対する回答結果に関して見てゆきた
い。
　先ず，表3では，回答老が危機と認識する災害や事故が示されている。50％を超える回答にお
いては，地震をはじめとして，テロ事件やSAESなど，行政による危機管理の事例としてマスメ
ディアにて多く報道された事例が多く含まれる一方，凶悪犯罪や交通事故などより身近な事件・事
故も危機として捉えられていることが見られる。
　次に，危機か起きたときの信頼関係に関し，地震，洪水，土砂崩れなどの自然災害において信頼
できる対象を調査した結果が，表4である。ここでは，「地震，洪水，土砂崩れなどの自然災害が
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表3　危機と認識する対象
あなたにとって、「危機」は何だと思いますか。（MA）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地震
　　　　　　　　　　　　　　　　　テロ事件
　　　　　　　　　　殺人、強盗などの凶悪犯罪
SARS、鳥インフルエンザ、　BSEなどの健康に関する危機
　　　　　　　　　原子力事故による放射能汚染
　　　　　　　　　　　　　　　　　交通事故
　　　　大規模停電、断水などのインフラ機能の停止
　　工場、発電所などの大規模火災や危険物質の漏洩
　　　　　　　　　　　　　　　　　洪水、津波
　　　　　　　　　　　　　　　　　火山噴火
　　　　　　　　　　　　　　　　土砂崩、雪崩
　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他
79．6
71．
　　64．1
@63．0
O53
T1．
49．6
6．7
U．5
　　　　　　　　25．7
@　　　　　21．1
R．9
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％
（出典：明治大学危機管理研究センター『住民の危機管理に関わる意識調査結果』2004年）
表4　地震，洪水，土砂崩れなどの自然災害において信頼できる対象
　　　自分自身
　　　　　家族
　　　友人・知人
　　近隣の住民
　　　　　企業1
NPO、ボランティア
　　　　市町村
　　　　　消防
　　　　　警察
　　　都道府県
　　　政府（国）
　　　　自衛隊
地震、洪水、土砂崩れなどの自然災害が発生したとき、
　　誰が、どのくらい頼りになると思いますか。（SA）
■とても頼りになる
圏ある程度頼りになる
口あまり頼りにならない
口まったく頼りにならない
（出典：明治大学危機管理研究センター『住民の危機管理に関わる意識調査結果』2004年）
発生したとき，誰が，どのくらいたよりになると思いますか」との問いに対し，12の対象それぞ
れの信頼度を，4段階（とても頼りになる，ある程度頼りになる，あまり頼りにならない，まった
く頼りにならない）で選択されている。集計でみると，自然災害において一番信頼度が高かったの
は，消防で，とても頼りになる，ある程度頼りになるの合計が86．5％であった。以下，家族の79．9
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表5　災害別にみた自治体の危機管理能力に対する評価
あなたがお住まいの地域の自治体（市区町村）は、以下の4項目に際して、
　　　　　どの程度対応する能力を備えていると思いますか。
大地震などの自然災害20灘隷羅5t6灘難羅1’
原子力事故などの人的災害0104
テロ事件05．7
”
肖　6証肖
A田
32．3 14．1
010． 63．7 257
05 665 27．5
臼　艸
田肖Eげ　日
41．8 24．8
■十分に備えている
圏ある程度は備えている
口ほとんど備えていない
口わからない
健康に対する危機の発生0．3灘331継灘
　　　　　　　　　0％　　　20％　　　40％　　　60％　　　80％　　100％
（出典：明治大学危機管理研究センター『住民の危機管理に関わる意識調査結果』2004年）
％，自衛隊の79．1％が続いている。基礎自治体は7番目で，60．7％の回答者が，信頼できるとし
た。国や都道府県と比べた場合，基礎自治体は都道府県に10．6％，国に19．8％上回っている。
　回答者の居住都府県別に見てみると，基礎自治体に対する信頼度では，静岡県在住の回答者の市
町村に対する信頼の高さが注目された。同県は，国や都道府県に対する信頼でも，他の件より高い
値を示していた。
　表5では，災害別にみた自治体の危機管理能力に対する評価が示されている。ここでは，「あな
たがお住まいの地域の自治体（市区町村）は，以下の4項目に際して，どの程度対応する能力を
備えていると思いますか」との問いに対し，4種類の災害や危機それぞれについて，自治体の対応
能力を4段階（十分に備えている，ある程度は備えている，ほとんど備えていない，わからない）
で選択されている。
　集計でみると，大地震などの自然災害に対する備えが一番充実していると思われている。十分に
そなえている，ある程度は備えている，の両方を合計すると，自然災害は53．6％の回答者が，自治
体には対応能力があるとした。その次に値が高かったのは，健康に対する危機についてである。こ
の合計は，33．4％である。対照的に，原子力などの人的災害は10．6％，テロ事件は2．9％と，低い
結果がでた。
　居住都府県別の結果をみると，集計と同様に，大地震などの自然災害と健康に対する危機の発生
への対応能力が高いとの認識が回答結果から示されている。ここでも，表4同様に，静岡県在住
の回答者の自治体に対する評価の高さ（大地震などの自然災害への対応能力）が注目された。
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表6　自治体の危機管理能力の問題点
あなたが居住している地域の自治体（市区町村）の防災対策や
危機管理に不足していることは、どのような点だと思いますか。
住民への惰報提供（広報、防災研修など）
　　　　　　　職員の専門性や資質
　　住民との日常的なコミュニケーション
行政の施設、設備、情報システムなどの質
　　　　　　　　　　　訓練、準備
　　　　　　トップの判断力や行動力
　　　　　　　　　　　　　予算
　　　　　　　　　　　　その他
（出典；明治大学危機管理研究センター『住民の危機管理に関わる意識調査結果』2004年）
　表6では，自治体の危機管理能力の問題点に関する認識が示されている。ここでは，「あなたが
居住している地域の自治体（市区町村）の防災対策や危機管理に不足していることは，どのような
点だと思いますか。」との問いに対し，8つの選択肢（住民への情報提供，職員の専門性や資質，
住民との日常的なコミュニケーション，行政の施設・設備・情報システムなどの質，訓練・準備，
トップの判断力や行動力，予算，その他）から，3つまでの複数回答がなされている。
　集計でみると，住民への情報提供（広報，研修など）が49．0％で一番多く，次いで職員の専門性
や資質が45．6％，住民との日常的なコミュニケーションが43．4％，行政の施設，設備，情報システ
ムなどの質が42．7％となった。
　都府県別の結果でみると，都府県の集計では一番値の高かった，住民への情報提供が，石川県，
静岡県，兵庫県のグループでは比較的低い値を示しているということが注目される。
　最後に，自治体に今後期待する危機管理の施策に関する認識を示したのが，表7である。ここ
では，「今後，費用や効果の観点から，あなたが居住している自治体（市区町村）にもっとも力を
入れて欲しい施策は何ですか。」との問いに対して，費用と時間の面からみた4つの選択肢の中か
らの回答がなされている。ここで注目されるのは，住民の多くが，費用よりも施策の即効性に期待
しているということであろう。26％の回答老が，お金がかかっても，即効性が期待される施策
を，自治体に期待している。
　この調査結果から，次の3点が指摘できる：①行政への信頼は高い（災害によって，対象とす
る行政組織は異なる），②住民は行政とのコミュニケーションを求めている，③住民は具体的な
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表7　自治体に期待する施策
今後、費用や効果の観点から、あなたが居住している地域の自治体
　　（市区町村）に最も力を入れて欲しい施策は何ですか。
お金があまりかからず、即効性が期待される施策
お金はかかるが、即効性が期待される施策
　お金がかかり、効果が現れるのに時間がかかる施策
お金があまりかからないが、効果が現れるのに時間がか
　　　　　　　　かる施策
その他
42．3
26．0
6．3
1 ．5
0．9
0％　　　　　20％　　　　　40％　　　　　60％　　　　　80％　　　　100％
（出典：明治大学危機管理研究センター『住民の危機管理に関わる意識調査結果』2004年）
「成果」を求めている。同調査では，表4の質問以外にも，原子力災害，テロ，SARSなどの非常
事態において，誰が，どのくらい頼りになるかを問う質問が設定されている。それらの質問項目に
おいても，行政機関に対する信頼度は高かった。ただし，非常事態の種類によって，頼りにする行
政機関が異なっていたことが注目される。次に，表6で見られるように，多くの住民は自治体の
危機管理に不足していることとして，「住民への情報提供」，「住民との日常的なコミュニケーショ
ン」といった，行政とのつながりに関する問題を指摘している。第1章にて，基礎自治体が積極
的に広報活動を行っていることとは，全く逆の答えが示されている。これは，行政と住民の間に，
コミュニケーションをめぐる認識のずれが存在していることの表れであろう。最後に，表7で示
されたように，住民は具体的で，直接的な成果を望んでいる。行政組織における財政問題が指摘さ
れているなかでも，コストが高くても即効性がある施策を希望する回答者が多くいたことは注目す
べきであろう。
第3章危機管理に関する，行政と市民の認識の相違
　第1章では，制度上定められた，危機管理における基礎自治体の役割と，実際の活動内容を，
災害対策基本法及びインタビュー調査の結果から観察し，第2章では，市民に対して行われた危
機管理に関する意識調査に基づき，行政の危機管理に関する市民の意識について検討をおこなった。
　これら，行政の活動内容と市民の意識の比較を行うと，行政組織と市民との間には，行政の危機
管理に関する認識のずれが存在するように思われる。第1章で見たように，基礎自治体は防災政
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表8　認識の相違
対象とする災害 災害への対処 キーワード
行　　　政 限定的 制度の施行 対策
住　　　民 非限定的 非制度的対応 リーダーシップ
策に関する様々な業務を行っている。平常時に継続的に防災政策に関わる部局は限定されている
が，防災政策に関する広報の内容は，それらの部局から頻繁に発信されている。インタビューで
も，基礎自治体にて防災政策に関わる職員が，市民に対する情報提供に非常に積極的であることが
感じられた。また，他方，市民が自主防災組織などへ関与したがらない傾向があることに憂慮して
いた。しかし，第2章の調査結果から分かったことは，防災政策に関して住民の一番の不満は，
情報不足であるということだった。行政側は積極的な情報発信を行おうとしているのに，市民は情
報不足を不満とする。なぜこのような事態が発生するのであろうか。
　この問題は，行政と住民の間に，危機管理に関する認識の相違が存在していることによると考え
られる。この考えを示したのが表8である。
　この問題点に関して，ウォーの考察が参考になると思われる。ウォーは，「効果的な危機管理計
画の構築，特に災害に対する予防作業においては，市民からの政治・経済面における支援が必要と
される。しかし，一般的に危機管理計画は財政面で行政側の抵抗に遭い，役人や市民の関心は余り
得られない。有効な危機管理計画を構築するのは非常に困難であり，その過程には多くの障害が存
在している。」と指摘し，アメリカにおいて有効な危機管理を講じる上での障壁として，次の要因
を挙げている13。
①非常事態が発生するまで，危機管理は重要な問題と認識されない。
②効果的な危機管理計画に対する，継続した政治的支援が欠如している。
③危機管理において有効かつ必要とされる，災害防止や被害軽減を目的とした規制（特にそ
　の効果が不明で費用の場合）に対して，多くの場合，強い抵抗がある。
④危機管理計画における危機管理担当職の職業的専門性の向上，および，危機管理計画に対
　する優先的なリソース配分に対する，強力な行政的支援が欠如している。
⑤危機管理政策やその計画の有効性は不明確なのに対して，そのための費用は明確であるこ
　と。
⑥危機管理計画の複雑さゆえに，市民や行政官からの理解が得ることが困難であり，効果的
　な計画が構築しづらい（専門知識の必要性に対する理解不足も含まれる）。
⑦アメリカの水平的・垂直的官僚システムが縄張り意識を発生させ，協力関係を築き上げる
　のに問題となる。
⑧一般的に州や地方の財政，行政，政策立案能力には偏りがあり，高度な技術を必要とする
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　問題の運営に支障をきたしている。そのことにより，コストが増加し，問題が複雑かつ政治
　的に不安定な状況におかれる。
⑨現在の政治環境は，軍事関連問題以外の財政，行政，政策問題に関して中央集権政治よ
　り，地方分権政治を支持している。
⑩州や地方自治体の自治の促進により，それぞれの財政的責任を生み出したが，他方で一般
　歳入の交付や，連邦と州及び連邦と地方自治体の間での予算交付が減少，中止された。
⑪連邦の巨額負債や不均衡な地方財源という問題を抱えた現在のアメリカの経済状況では，
　莫大な費用を必要とする計画の予算は削減される。大規模災害が発生しその計画に対する政
　治的支援が得られれば，状況は異なる。
⑫災害の多種多様さが，リスク測定や危機管理計画の構築を難しくしている。
　これらの指摘は，日本の状況にも該当するであろう。行政組織は，危機管理における障壁を認識
しながら，防災情報の発信により工夫をしてゆかなくてはならない。そこためには，行政のシステ
ムを災害対策から危機管理へと変えてゆかなくてはならないであろう。そして，その変革において
は，次の2点がポイソトとなると思われる。先ず，行政組織における意識改革である。今まで
の，災害が外在的なものであり，あくまでも対応するものであるという考え方から，災害は社会に
内包されたものであり，それを管理するシステムの構築が必要であるとの認識を持つことが必要と
される。次に，住民の関心を向上させることである。ウォーの指摘にあるとおり，住民の関心を危
機管理に向けることは困難な課題である。そのためには，分かりやすい危機管理制度の設計が必要
不可欠となるであろう。そのためには，各種災害に対するマニュアルの整備，制度の統一化，評価
システムの構築が求められる。
むすびにかえて
　行政による危機管理において，市民とのコミュニケーションは，政策施行の効率性を高めるのに
必要不可欠なだけでなく，行政の危機管理における政治的側面，問題からも重要な問題である。西
尾隆は，危機管理には客観的・社会的要請と，主観的・政治的欲求という二つの側面があることを
示した上で，危機管理が権力によって利用される可能性を指摘し，次のように述べている。
危機管理への社会的要請というのは，例えばスリーマイル島原発事故のような災害が今後起
こった場合，これにいかに対処すべきかという現実的な管理と計画に対する要請である。（略）
これに対して危機管理の政治的欲求というのは，危機の“演出”によって権力がその基盤強化
と図ろうとすることである。この場合，実は権力の内部にこそ危機感があり，これを克服する
ために外部の危機が利用され，強調されるのである。（略）「危機」というシソボルほど，個人
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の服従と社会の組織化を容易にするものはなく，また危機からの脱出を大衆にしめすことに成
功すれば，当局の威信・権威は自然高まろう。（略）危機管理に，こうした権力の側の政治的
意図が介在することを物語っている。（略）その意味で，多少とも危機管理に巻き込まれる行
政機関の幹部は，自覚的であれ無自覚であれ，何らかの権力性を帯びずにはすまない。危機管
理への社会的要請に対するのが行政の課題であるとすれば，危機管理の政治的要求のチェック
は，逆に社会の側の義務である。そのためには，「危機」の定義，危機をめぐる情報が行政に
よって独占されないような装置が必要であるが，同時に市民の側にも公開された情報を理解し
批判しうるような訓練が要求されよう14。
　行政組織には，市民のニーズに答え，行政の危機管理に関してより積極的に情報公開を進めてゆ
くことが求められる。また，市民の側にも，行政との間のコミュニケーショソ・ギャップを積極的
に取り除いて行くことが期待されている。それは，危機管理政策における効率性を高めるのに有益
なだけにとどまらず，行政の行き過ぎを市民が行政活動を監視する上でも重要なこととなる。この
点に関しては，別稿にて改めて論じることとしたい。
注
1務台俊介，レオ・ボズナーr高めよ！防災力』（ぎょうせい，2004年）18頁。
2橋本信之「行政組織と危機管理」中邨章編『行政の危機管理システム』（中央法規，2000年），33頁。
3谷藤悦史「現代デモクラシーと危機管理の制度設計」行政管理研究セソター『行政の危機管理に関する調査
　研究』（行政管理研究セソター，1998年）9－10頁。
4谷藤，前掲書，9－10頁。
5谷藤悦史「現代行政の危機認知と組織対応」中邨章編『行政の危機管理システム』（中央法規，2000年）94
　頁。
6中邨章「危機管理とはなにか」中邨章編『行政の危機管理システム』（中央法規，2000年）3頁。
7William　L　Waugh　Jr．肋ガ％g麟ん飾z磁3．　D6α1勿g麟尻）isasters．　New　York：M．　E．　Sharpe，2000，　pp．　3－16．
8Waugh，2000，　pp．3－16．
9消防庁ホームページ　http：／／www．fdma．go．jp／
　　なお，「地方公共団体の地域防災力・危機管理能力評価指針」の策定調査報告書（平成15年10月）では
　「災害対策準備に関する機能評価」の特徴として以下の8点を指摘している。
　①米国特有の評価項目については，日本に適用が難しいものが幾つか見られた（法的な裏付け，首長の権
　　限，緊急宜言，財政的な手続き等）。
　②地方行政機関等への支援状況連邦や地方行政機関等との計画等の整合性を，各分野でそれぞれ評価し
　　ている。
　③ハザードやリスク評価については，データや手法，連邦や地方行政機関との整合性，結果の周知，結果
　　を計画や規制へ反映させているかどうかを詳細に評価している。
　④後方支援については，他の項目から独立させて，リソースの確保状況管理・運営体制広域的な応援
　　体制の状況を評価している。
　⑤災害発生後の被害評価や対策評価の実施についての評価を多く取り上げている。また，それによる優i先
　　順位の見直し，計画や体制の見直し状況も評価している。
　⑥応急対策に関する各項目については，対応計画と併せて，対策実施の手続きの有無を評価している（評
　　価分類が「計画」と「手続き」に分かれている）。
一132一
　⑦機動対応チームの活動についての評価がある。
　⑧教育，訓練については，実施状況（回数や内容）だけでなく，計画的に行われているか，実施後の評価
　　が行われているか，評価により内容の見直しが行われているか
10木幡浩・猿渡知之・前葉泰幸『災害と安全』（ぎょうせい，1999年）；災害対策制度研究会『日本の災害対策』
　（ぎょうせい，1991年）。
11B市総務部防災対策課及び都市部都市計画課の職員に対するインタビュー（2004年3月16日）
12明治大学危機管理研究センター『住民の危機管理に関わる意識調査結果』（明治大学危機管理研究センター，
　2004年）。
13Waugh，2000，　pp．3－16．
14西尾隆「行政管理の理論」，宇都宮深志ほか編r行政と執行の理論』（東海大学出版会，1990年）78頁。
一133一
